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開 発 行 為 協 議 基 準 

 

 

第１章  目的 

        この基準は、本町において行われる開発行為に関し、必要な事項を定め、都市計 

画法（昭和４３年法律第１００号）の趣旨に基づき、都市の健全な発展と秩序ある 

整備を図り、もって良好なる都市環境を確保することを目的とする。 

 

第２章  適用の基準 

（１）  この基準は、本町内において開発される１，０００㎡以上の開発行為及び集団 

住宅建設（別表２）に適用する。但し、特に必要と認めた開発行為については、 

この限りでない。 

（２）  開発行為が数字にわたり行われた場合、又は同時に数区画に分割して行い、こ 

れらの開発の累計面積が１，０００㎡以上となった場合には、本基準を適用する。 

（３）  埼玉県中高層建築物の建築に係る指導等に関する要綱に該当する建築物の建築 

を目的とする開発行為に適用する。 

 

第３章  基本的事項 

（１）  法令の適用 

          事業主は、開発行為の施行にあたって、関係法令に定めのあるもののほか、こ 

の基準によるものとする。 

（２）  開発協議の行為 

          第２章の適用を受ける事業を施行しようとするものは、農地にあっては、農地 

法第４条及び第５条の申請の前に、農地以外の土地については事業開始前に、建 

築を目的とするものにあっては建築基準法第６条に規定する確認申請書の提出前 

に、開発行為協議書を提出し、町長の同意を得なければならない。 

（３）  区画面積 

一般分譲住宅地となる場合の１区画の造成面積は、２００㎡以上とする。 

（４）  利害関係人の同意 

開発行為協議書を提出するときは、あらかじめ地域住民に及ぼす影響を考慮し 

て、利害関係人の同意書を添付すること。 

（５）  損害補償 

事業施行過程及び施行後においても、事業主の責に帰すべき理由により道路、 

農作物、その他に損害を与えたときは遅滞なくその復旧あるいは補償にあたらな 

ければならない。 

 



第４章  施設基準 

（１）  道路 

          開発区域内（以下「区域内」という。）の道路は、町の道路計画に整合し、か 

つ次に掲げる基準による。 

        イ  区域内に町の計画道路が含まれているときは、その道路となる区域は道路用 

地として確保し、事業主の負担で整備すること。 

なお、道路は全て舗装とすること。 

        ロ  接続先道路、取付道路、幹線道路、区画道路（以下「道路」という）の幅員 

は、原則として別表１のとおりとする。 

        ハ  道路は全て事業主の負担で整備し、町に無償で提供すること。 

        ニ  道路設計については、道路構造令（昭和４５年政令第３２０号）によること 

とし、事前に建設水道課と協議すること。 

        ホ  私道の場合も同様とする。 

（２）  公園、緑地等 

          その区域の利用に供するために設ける公園、緑地または広場（以下「公園等」 

という。）は次に掲げる基準によるものとする。 

        イ  開発区域の面積が０．３ha以上５ha未満にあっては、開発面積の３％以上の 

公園等を設けること。（原則として非自己用の場合のみ適用） 

        ロ  開発区域の面積が５ha以上にあっては、１箇所３００㎡以上であり、かつ、 

その面積の合計が開発区域の面積の３％以上の公園を設けること。（原則とし 

て非自己用の場合のみ適用） 

        ハ  公園等は、利用者の利便性等を考慮し、事業主の負担で整備するとともに町 

へ無償提供すること。 

        ニ  住宅以外の建築物の用に供する開発行為（１ha以上）にあっては、開発区域 

の面積の２０％以上を緑化すること。 

  （３）  排水 

    イ  開発区域内の雨水については、原則として敷地内で排水処理することとし、 

     必要に応じて敷地内に雨水流出抑制施設や調整池を設置するものとする。 

        ロ  降雨等により路面上を流れる水及び近接地帯から道路面に流入する水を処理 

するため、道路両側にＵ字溝を設けなければならない。 

        ハ  農業用かんがい用排水路に下水を放流する必要が生じる場合は、事前に関係 

土地改良区又は地区関係者と協議し、その同意を得ること。 

        ニ  施工区域外への排水施設は、原則として専用排水路を設置するものとする。 

        ホ  河川水路敷への放流については、護岸擁壁等の施設を施工し、河川水路敷き 

の保護を事業主の責任において整備するものとする。 

 



  （４）  上水道 

        イ  水道施設（配水管等）については、町と協議のうえ水道法に基づく水道施設 

基準による施工を行うこと。 

        ロ  施設に要する費用は、事業主の負担とし、工事完成後必要と認められる施設 

については、町に無償提供すること。 

        ハ  給水装置は直結式とする。ただし、中高層建築物、工場、商店等で一時に多 

量に水を使用する施設については、タンク式とし、受水槽を設け本線メーター 

による給水契約とする。 

        ニ  その他の事項については、水道法及び美里町給水条例等の法令によるものと 

する。 

（５）  し尿及び家庭雑排水 

        イ  し尿処理については、水洗し尿と雑排水とを合併処理する終末処理施設を設 

け、事業主また、分譲後は居住者が責任を持って管理資格を有する者に委託し、 

維持管理するものとする。 

        ロ  但し、開発区域の規模等によって、町長がやむを得ないと認める時は各戸に 

おいて基準に適した合併浄化槽を設け維持管理資格を有する者に委託し、適切 

な処理を行うものとする。 

  （６）  消防・防犯 

        イ  開発区域内等に消防水利として、防火水槽及び消火栓を設置するものとし、 

その費用は事業主の負担とし、完成後は町に無償提供すること。 

        ロ  中高層建築物にあっては、はしご車等の大型車が部署できる空地を確保する 

とともに、大型車輛が区域外から進入できる出入口を設けること。 

        ハ  消防水利は、防火水槽においては、４０ｍ３ 以上、消火栓においては、呼称 

６５㎜の口径を有するものとし、設置場所等については、町と協議し設置する 

ものとする。 

        ニ  防火水槽及び消火栓の設置等について、実情にそぐわない場合は、町と協議 

し設置の免除及び規格の変更が行えるものとする。 

        ホ  開発区域内等には、町と協議して事業主の負担において防犯灯を設置し、維 

持管理するものとする。 

  （７）  農地 

        イ  農振農用地は除く。 

        ロ  農業用用排水路には原則として、排水はしないものとする。やむをえず放流 

をする必要が生じた場合には、事前に地元関係者と協議を行い、同意を得るこ 

と。 

なお、工事施工にあたっては町の指示に従い、工事費は事業主負担とする。 

        ハ  開発をすることによって、かんがい用水源の枯渇及び排水に支障を来するお 

それのある場合には、事業主の責任において適切に処理すると共に、農耕地と 

の境界には防災用の施設を設けるとともに、日照・通風・工作等に著しい影響 

を及ぼさないよう充分な措置をとること。 

 



  （８）  ごみ処理 

        イ  区域内のごみ収集所については、住宅地にあっては２５戸に１箇所を収集に 

便利で交通に支障を及ぼすおそれのない位置に町と協議して設けなければなら 

ない。 

        ロ  事業所より出るごみについては、当該事業所の責任において処理すること。 

詳細については町と協議のこと。 

  （９）  公害防止施設等の整備 

        イ  開発区域内で事業場等を建設するときは、公害を防止するための当該施設の 

周囲に緑地帯を設けること。 

        ロ  騒音、振動を発する事業場等が居住地域に接している時は、当該施設の距離 

については敷地境界線から１５ｍ以上の緩衝帯を設けること。 

        ハ  騒音、振動を発する施設を建築する時は、機械器具等に適切な除去設備をす 

ること。 

        ニ  機械器具等に適切な除去設備をすることが不可能な時は、建物に防音防振効 

果を考慮した設備をすること。 

        ホ  ばい煙・ばい塵等により大気を汚染するおそれがある時は、適切な集塵装置 

を設けること。 

        ヘ  河川等環境を汚染する物質を排出するような事業場は、適切な処理施設を設 

けること。地下浸透させてはならない。 

        ト  人に不快感を与える悪臭を発生する事業場は、悪臭防止施設を設けること。 

        チ  公害防止協定を町と締結すること。 

  （10）  埋蔵文化財の保護 

        イ  埋蔵文化財包蔵地の可能性のある土地を開発区域に編入する場合は、文化財 

保護法の規定により手続きを行うこと。 

        ロ  事業主は、開発行為の施工中に埋蔵文化財を発見した時は、直ちに工事を中 

止し現状を変更することなく町と協議すること。 

  （11）  その他 

        イ  工事中に事業主の責に帰すべき事由により、開発区域及びその周辺に被害を 

与えたときは、事業主の責任で速やかにこれを処置すること。 

        ロ  工事中は既設の公共施設の保全に留意し、付近住民に迷惑を及ぼさないよう 

注意すること。 

        ハ  この基準に従わない開発行為者に対しては、町の施設の使用、その他につい 

ての便宜供与を拒むことができる。 

        ニ  この基準に定めないものについては、その都度町と協議する。 

 



  （12）  附 則 

        イ  施行期日 

            この基準は、昭和４９年４月３０日から施行する。 

            この基準は、平成元年１０月１日から施行する。 

            この基準は、平成３年４月１日から施行する。 

            この基準は、平成３年７月１日から施行する。 

            この基準は、平成６年１１月１日から施行する。 

            この基準は、平成１７年４月１日から施行する。 

      この基準は、平成２６年１２月１日から施行する。 

      この基準は、平成２８年４月１日から施行する。 

 



別表 １ 

 

        道路幅員 

 

 

◎  住宅系の場合 

 

開発面積（㌶） 接続先道路 取付道路・幹線道路 区画道路 
 

0.1以上～ 0.3未満 5.0ｍ以上 5.0ｍ以上 5.0ｍ以上 
 

0.3以上～ 5.0未満 ※ ① 6.5ｍ以上 ※  ① 6.0ｍ以上  ※ ② 6.0ｍ以上 
 

  
      5.0～10.0ha 

  

              6.0ｍ以上    

5.0以上～20.0未満        6.5ｍ以上   ※ ② 6.0ｍ以上  

          10.0～20.0ha   

             9.0ｍ以上   

20.0以上～        9.0ｍ以上           12.0ｍ以上        6.0ｍ以上 
 

 

（注）道路管理幅として、上記幅員０．４ｍを加えること。 

 

（注）※①印の幅員について、周辺に複数の接続先道路が存在し、交通の安全上周辺地域 

に著しい影響を及ぼす恐れがないと認められる場合に限り、開発区域の面積が０．３ 

ha以上０．６ha未満の場合は５．０ｍ以上、０．６ha以上１．０ha未満の場合は５． 

５ｍ以上とすることができる。 

※②印の幅員について、同上の状況が認められる場合に限り、５．０ｍ以上とする 

ことができる。 

 



別表 １（つづき） 

 

 

◎  住宅系以外の場合 

 
開発面積（㌶） 接続先道路 取付道路・幹線道路 区画道路 

 

 
0.1以上～ 0.3未満 ５．０ｍ以上 ７．０ｍ以上 ７．０ｍ以上 

 

 
0.3以上～ 5.0未満 ６．５ｍ以上 ９．０ｍ以上 ９．０ｍ以上 

 

 
5.0以上～20.0未満 ９．０ｍ以上 ９．０ｍ以上 ９．０ｍ以上 

 

 
20.0以上～ ９．０ｍ以上 １２ ．０ｍ以上 ９．０ｍ以上 

 

 

（注１）道路管理幅として、上記幅員に０．４ｍを加える。 

 

（注２）接続先道路の場合、予定建築物の用途、規模から想定される発生交通が交通の安 

全上、周辺地域に著しい影響を及ぼす恐れのないと認められる場合に限り、開発区 

域の面積が、０．３ha以上５．０ha未満の場合は６．０ｍ以上、５．０ha以上２０． 

０ha未満の場合は、６．５ｍ以上とすることができる。 

 

（注３）開発区域の面積が、０．３ha以上５．０ha未満で、区画道路が通行上支障がない 

と認められる場合に限り、６．０ｍ以上とすることができる。 

 



別表 ２ 

 

 

貸家、建売等の場合の事務処理要領 

 

 

１．道路位置指定申請による集団住宅建設の場合は、利用宅地面積を開発区域の対象面 

積とする。 

 

２．道路位置指定を必要としない公道に面した土地に建設する集団住宅についても本基 

準を対象とする。 

 

３．集団住宅の適用区分は、次のとおりとする。 

      （１）集団住宅建設とは、 

            ・建売の場合は、５戸以上をいう。 

            ・貸家の場合は、５戸以上の住宅の同時建築をいう。 

            ・共同住宅，長屋建住宅の場合は、５世帯以上を対象とした建築をいう。 

 

      （２）道路位置指定による予定建築物は、同時建築とみなす。 

 

      （３）同時建築とは、１年以内の期間に建築する住宅戸数の合計をいう。 

 



        

計画雨水量の算出式 

        

        

        

        

  Q＝１／３６０×Ｃ×Ⅰ×Ａ      

        

     Ｑ：計画雨水量（㎥／ｓｅｃ）   

     Ｃ：流出係数   

      Ｉ：降雨強度（㎜／時）   

     Ａ：集水面積（ｈａ）   

        

        

        

  流出係数Ｃについて      

        

   建物       ・・・1.0  

   一般舗装     ・・・0.9  

   透水性舗装    ・・・0.7  

   砂利       ・・・0.35 

   空地       ・・・0.3  

   緑地・公園    ・・・0.25 

   住宅敷地内    ・・・0.65 

   宅地造成     ・・・0.65 

        

        

        

  降雨強度について      

        

   タルボット式を用いずにⅠ＝５７mm／ｈを使用。  

   

 

 

 

 

 

 

 

 



美里町開発行為協議基準における消防内規 
 

美里町開発行為協議基準「第４章施設基準（６）消防・防犯のハ及びニ」の

事項に対し、美里町開発行為協議基準における消防内規を下記事項のとおり定

め、協議を必要とする場合これを運用し、設置の免除及び規格の変更が行える

ものとする。 
 

１．開発面積が概ね５，０００㎡以下のもの（住宅系は除く） 

２．開発地及びその周辺に十分対応できる既存の施設があること 

 

 

 
美里町開発行為基準 

第４章 施設基準 

  （６） 消防・防犯 

   イ 開発区域内等に消防水利として、防火水槽及び消火栓を設置するも

のとし、その費用は事業者の負担とし、完成後は町に無償提供する

こと。 

   ハ 消防水利は、防火水槽においては、４０㎥以上、消火栓においては、

呼称６５ｍｍの口径を有するものとし、設置場所等については、町

と協議し設置するものとする。 

   ニ 防火水槽及び消火栓の設置等について、実情にそぐわない場合は、

町と協議し設置の免除及び規格の変更が行えるものとする。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

開発行為に関する事前協議所管課 
協 議 内 容 所 管 課 連 絡 先 

総括窓口（受付）、都市計画法、建築

基準法、雨水・排水、景観、公園・緑

地、道路、河川等の占用・使用・工事

施工承認等、生活環境の保全及びごみ

の集積所に関すること 

建設水道課 

(本庁舎) 

美里町大字木部 323‐1 

℡0495‐76‐5134 

総合振興計画に関すること 総合政策課 美里町大字木部 323‐1 

℡0495‐76‐1114 

消防水利・施設、防犯に関すること 総務税務課 美里町大字木部 323‐1 

℡0495‐76‐1115 

農業振興地域、企業誘致、農村工業導

入地区、森林、農地転用許可に関する

こと 

農林商工課 美里町大字木部 323‐4 

℡0495‐76‐5133 

上下水道事業に関すること 

 

建設水道課 

(水道庁舎) 

美里町大字広木 973‐1 

℡0495‐76‐1118（上水） 

℡0495‐76‐1116（下水） 

教育施設に関すること 

埋蔵文化財に関すること 

教育委員会 

事務局 

美里町大字木部 574 

℡0495‐76‐0204 

 

＊美里町開発行為協議基準に基づく「開発行為協議申請書」を提出する場合は、

関係各課と必ず事前協議を済ませてから提出してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問い合わせ先・・・・・・・ 

美里町役場建設水道課 

ＴＥＬ  ０４９５－７６－５１３４（直通） 

ＦＡＸ  ０４９５－７６－０９０９ 

《所在地》 

〒３６７－０１９４   児玉郡美里町大字木部３２３番地１ 

 


